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（ マ マ ）
目頭がいっぱいにな
り、ジット

































































































































































































































































































































本語使用率） 日本語が主 日・ス半々 日本語が主 日・ス半々 
















































































































































































































































































































































                                 
1 現在は開始年齢が６才に引き下げられている。 














14 ラパス移住地入植30周年史発行委員会『みどりの大地 １』1986年、67頁。 





19 ラパス移住地入植30周年史発行委員会『みどりの大地 １』1986年、136頁。 
20 ラパス移住地入植30周年史発行委員会『みどりの大地 １』1986年、67頁。 
21 1966年静岡県、1967年高知県、1970年高知県から寄贈されている。 
22 当時は12，１，２月が夏休みであった 















38 日本海外協会連合会『パラグアイ 移住地教育の現況』1962年、20頁。 
39 内海寛治『パラグアイの日本語教育』1989年、12頁。 
40 回答は複数回答のため総計で100％ではない。 
41 国際協力事業団『2001年度学校要項全パラグアイ日本語学校収録』2001年、94-96頁。 
42 国際協力事業団『日本語教科書開発基礎調査』2000年、51頁。 
43 パラグアイでの筆者によるＨ．Ｆ氏へのインタビューより（2008年３月３日）。 
44 このことから「日本語教師」は非日本語話者に日本語を教える教師、「国語教師」は日本語話者に国語を教える教師を指す。 
45 パラグアイでの筆者によるＫ．Ｔさんへのインタビューより（2008年３月１日） 
46 パラグアイでの筆者によるＦ．Ｎさんへのインタビューより（2008年３月８日） 
47 国際協力事業団『日系人と日本語教育の考え方に関する調査』1996年、17頁。 
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終章 
 
 以上パラグアイの日系人と日本語をめぐる状況を、なぜ今も日本語が話されているのか、その状況はどうして
作られてきたのか、という課題設定を行い検証してきた。 
 
 第一章では、日本人移民送出の経緯をパラグアイ、日本、旧高知県大正町のそれぞれについて明らかにした。
国の復興や発展を外国の力に依存せざるをえないパラグアイと大量移民送出を望む日本の事情により送出が行わ
れた。戦前の膨張主義、戦後の受入国中心主義に基づく日本の移住政策の違いについても述べた。 
 第二章では、パラグアイに渡った移民がどのような開拓生活を送り、日系社会を形成したかについて分析した。
彼らは現在、自他共に認める「パラグアイに貢献した日系人」になっているが、そう認識するに至った過程を検
討した。 
 第三章は、パラグアイの公教育と日系社会の日本語教育について考察した。パラグアイの日本語教育の特徴は、
日本の国語教科書を使った「国語としての日本語教育」と言えるが、1990年代より「国語としての日本語教育」
では立ち行かなくなることが提言されていたにも拘らず、現在も変更が進まないのは、保護者や日系社会のリー
ダーの意識、日本政府機関等の支援体制があるということを指摘した。 
 
 パラグアイの移民政策や教育体制、日系人移住地のあり方や移住の経緯は日本語の運用能力形成と保持に有効
に作用してきたのだが、１万人に満たない日系人小集団が小国パラグアイの中で生きるためには「日本語を話す」
という選択が不可欠だったと言えるのではないだろうか。開拓初期の営農や1970年代から1980年代にかけて教育、
インフラ整備等日本の支援がなければ不可能であったことは記念誌などでも言及されている。入植時想像を絶す
る現実を前に、それでもパラグアイで生きることを決心した移民は「国にだまされた」と感じながらも日本の支
援を求め、日々開拓するしか他に選択肢はなかった。日本に帰りたくても帰れず、そんな中で日本の移住政策を
柱とする意向に従うことは必至であった。「否」は日本の支援を失い、「死」と同じことを意味した。「パラグアイ
に貢献する日系人」は最も日本の意向に沿う姿であり、それを実現するためには日本語が欠かせなかった。それ
に加え、社会的上昇機会の少ないパラグアイで日本語を話し、日系人アイデンティティを表明し、日系社会に帰
属することは日系人からの支援を得ることを意味する。日系社会はそれらの人に結婚や就職などの場を提供する
ことで、より強固な紐帯を作っていく。 
 開拓当初一世は「日本文化の移入」のために日本語教育の必要性を陳情した。又日本政府機関関係者も一度な
らず、「日本文化、日本精神の継承」や「家庭教育」のため日本語教育が必要である旨を述べている。日々の生活
の中で一世は家庭内での意思疎通のため、日本文化継承のためにも「日本を話す」ことを求め、二世も三世にそ
れを伝えてきた。そして三世は日本の経済発展やパラグアイでの日系社会の存在感を背景に日本語を習得し加え
て、JICAや出身県等の支援による日本研修や日本へのデカセギも「日本語を話す」という選択に有利に働いた。
そしてパラグアイ社会の中で成長した彼らは日本研修や仕事での必要性に日本語学習の動機を感じ、上達させて
いく。そしてその場に合わせて言語選択をするように又、「日本人」「日系人」「パラグアイ人」をそれぞれの場面
で使い分けている。以上見てきたように「パラグアイに貢献する日系人」にとり日本語教育は、単に言語学習の
みならず、日本文化を持った「日系人」を作ることも目的であった。その結果「日本を話す」状況が作られてき
たが、その状況は「貢献する日系人」の一つの表れだといえるだろう。 
 最後に、日系社会への帰属の表明や「日系人とは誰か」ということと「日本語を話す」ことのより深い関係に
ついては更に考察が必要であろう。又今後は日・パの国家間の関係の中での日本人移民の果たした意味や現在日
本で働くパラグアイの日系人にも視点を当てたいと考えている。 
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（資料２）南部３移住地および 
エンカルナシオン市の位置関係図（イタプア県）
（資料１）パラグアイ全図 
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